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要旨 2014年夏，前年に行われた住宅・土地統計調査の結果が公表され，全国の空き家
が820万戸，空き家率が13.5%に逮したことが報じられた。そして空き家の増加がにわ
かに社会問題化し，多くの関心を集めるようになった。しかしながら，空き家の埼加は
今に始まったわけではない。空き家をストックの浪費，土地利用の空閑化の一種とみれ
ば，そうした現象は，経済の低迷が始まる 1990年代からすでに，農山村地域や地方都市
で顕在化していた。 2010年代になって，大都市地域でも空き家が焦点化されるように
なったのは，大都市でも人口の高齢化がすすみ，わが身の問題としてマイホームの行く
末を案じるようになったこと，それに住宅地の空洞化が目立つようになり，人口の減少
によって縮退する日本の将来が大都市でも例外ではなくなったことを実感するように
なったためである。
空き家にはいろいろな空き家がある。居住者のいない「空き家」は全国に820万戸あ
るが，それには別荘などのセカンドハウスや賃貸用・売却用の在庫住宅も含まれる。そ
れらを除いた「放置空き家」は318万戸あり，そのうち一戸建ての「戸建放置空き家J
.231万戸が多くの人が認知する空き家である。さらに，家屋の腐朽や破損が認められる
「リスク空き家Jは82万戸あり，周辺環境に著しい悪影響をもたらしている。
放置空き家を所有するようになるきっかけは圧倒的に相続が多く，長寿化で相続の時
期も遅くなっているから，所有者は中高年が圧倒的に多い。それゆえ，空き家を積極的
に利活用しようとする意欲はあまりなく，漫然と空き家を持ち続けている。これは，空
き家の処分について権利者間の意見の調整がつかなかったり，情緒的な思い入れから決
断を先延ばしにしているためである。加えて，空き家の解体には費用がかかる反面，放
置しておいた方が税金が安く，また放置しでもさほど不都合はない制度上の問題がある。
所有者を特定できる空き家はまだよいが，なかには売買や相続を重ねることで所有者
が不明になり，放棄された空き家も少なくない。こうした空き家は管理が不十分になり，
さまざまな外部経済の不利益をもたらすから，速やかに取り除かれるのが望ましい。し
かし，こうした空き家は氷山の一角である。ストックの有効活用という意味でも，空き
家の利活用を促進し，空き家を生まない仕組みをつくることで，持続可能な社会を実現
することが求められる。
キーワード:空き家の放置，空き家の遺棄，外部不経済
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1.はじめに
2013年の住宅・土地統計調査によると，全国の空き家は820万戸で，総住宅数の 13.5%を占
めるに至った。しかし空き家が増え始めたのは最近のことではない。 1970年代にはすでに日
本の住宅戸数は世帯数を上回り，数字の上では住宅の余剰が発生していた。住まい手のいなく
なった住宅や管理が不十分な住宅の存在が，社会的な問題として注目されるようになったのは
1990年代からであり，大都市に限っては2000年以降になってからである。その背景には，人
口の少子高齢化や減少による住宅需要の変化，世帯の小規模化にともなう住まい方の変化，地
域の縮退・衰退に対する危機感の増大，フローの拡大からストックの有効活用へといった意識
の変化など，さまざまな要因があると思われる。本稿では，空き家が社会問題化するようになっ
た背景について，こうした時代背景を交えて考察することを通して.空き家が今日の日本の構
造変化を象徴的する問題のひとつになったことを示していく。
一方，空き家の存在が住目される中で，その実態は次第に明らかにされつつあるとはいえ，
いまだ詳らかになっていないことも多い。空き家には別荘やセカンドハウスなどたまたま居住
者が不在だ、った住宅，借り手や買い手がつくのを待っている住宅もあれば，長年住まい手がな
く， もはや鹿屋といってもよい住宅などさまざまにある。これらの空き家の用途や窓き家化の
過程はそれぞれに異なり，所有者の展望の持ち様も異なっている。そうした空き家の実態につ
いて理解することなしには，将来的な空き家の利活用あるいは空き家の解消の議論も机上の空
論に終わりかねない。
2006年に制定された住生活基本法では，住生活基本計画(全国計画)策定のために統計調査
の充実を求め，その中で総務省の『住宅・土地統計調査』と国土交通省が実施する『住生活総
合調査Jr空家実態調査Jの有機的連携が図られるようになった。また同計画では，既存住宅ス
トックの管理・再生や中古住宅流通・リフォーム市場の整備が彊われ，空き家に関する関心と
情報は飛躍的に拡大した。本稿では，これらの直近の調査結果をもとに空き家の実態を明らか
にしつワ，それによって今後の方策について考える一助としたい。
2.空き家問題の焦点化
(1) 些き家の増加
空き家とは住まい手のない住宅である。そこでまず，住まい手(世帯数)と住宅戸数の推移
を確認してみよう(第 l図)。第二次世界大戦中の空襲や建物疎開で多くの住宅を失ったわが
国では，戦後復興の中で住宅不足の解消が喫緊の課題となり，住宅の建設が大きな政策目標と
なった。 1950年代には，住宅供給の3本柱と呼ばれる公営住宅法 (1951年). 日本住宅公団法
(1955年).住宅金融公庫法(1950年)が相次いで、策定きれ，国民の階層に対応したセクターご
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との住宅戸数確保という戦後の住宅政策の基本的方向付けがなされた。1960年代になると，住
宅の大量供給をめざして住宅建設計画法 (1966年)が策定され，以後8期にわたって住宅建設
5か年計画がつくられ， 2006年に住生活基本法に移行するまで続いた。その成果もあって，
1973年住宅統計調査ではすべての1968年住宅統計調査で全国の住宅戸数が世帯数を上回り，
都道府県で住宅戸数が世帯数を上回るようになった。ここに戦後の住宅戸数の確保は一段落を
以降は住宅水準の向上に向けて住宅政策の舵が切られた。迎え，
景気の変動にあわせて増減はあったものの，基本的その後も住宅建設のベースは，しかし，
世帯数の増加を上回る住宅には住宅投資が景気対策と連動することもあって高水準を維持し，
戸数の増加が続いた。1973年の住宅戸数3，106万戸に対し， 1973年から 1993年までの 20年
聞の住宅着工戸数は累計3，000万戸に及び，ほぼすべての住宅が置き換えられるほどの戸数が
1973年から 1993年の聞に普通世帯数は 2.910万世帯から 4，093万世建設された。その結果，
帯に 41.7%増えたのに対して，住宅戸数は 3，106万戸から 4，588万戸へと 47.7%の増加を示
した。そして空き家率は 5.5%から 9.8%へと上昇していった。
空き家にはセカンドハウスなどの二次的住宅や売買・賃貸のための在庫住宅が含まれていて，
それらは住宅市場が円滑に機能するためには一定の水準は必要である。2013年住宅・土地統計
空き家率がおおむこれらの二次的住宅や在庫住宅の割合は 8.3%であるから，調査によると，
しかし当ねその水準を超えた 1980年あたりから住宅の過剰感が出て来たものと思われるヘ
空き家の存在がそれほど問題視されることはなかった。空き家といえばもっぱら公団住
宅の売れ残り物件に関する話題が中心であり，非効率な官業批判の象徴となっていた。
時は，
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空き家率はその後も 1983年8.6%.1988年9.4%.1993年9.8%と漸増し 1998年に10%を
超えると，以後5年ごとに住宅・土地統計調査の結果が公表されるたびに空き家が話題に上る
ようになった。そして2013年住宅・士地統計調査で全国の空き家が820万戸，空き家率が
13.5%に達したことが2014年夏に公表されると，多くの世論の関心を喚起するに至った。ま
た，空き家の管理不全による地域の防災性・防犯性の低下や居住環境の悪化などの空き家問題
が全国的に社会問題化するようになった。
野村総合研究所のNRIニュースリリース (2015年6月22日)(2)によると， 2033年の空き家
率は30.2%に達し，空き家は2.000万戸を超えると予測される。空き家の発生原因でもっとも
多いのは相続であるから，今後，現在の高齢者が亡くなるようになると空き家の発生はますま
す増えるであろうし，その際，後を引き継ぐ子世代は少子化がすすんで、いるため親世代よりも
人口が少なく，空き家となった住宅ストックを埋めるだけの需要は発生しないから，空き家の
増加はいっそうの加速化が予想される。
(2) 空き家問題への関心
国土交通省では1993年度から『土地問題に関する聞民の意識調査Jを毎年継続的に実施し，
土地取引や土地利用などに関する国民の意識について調べている。 2015年7月に公表された
2014年度『士地問題に関する国民の意識調査Jωによると，土地に関して日ごろもっとも身近に
感じている問題として「空き家・空き地や閉鎖された庖舗などが目立つ」ことを指摘する割合
が最も布く (50.2%)，以下「老朽化した建物の密集等，災害時の不安が大きいJ(30.5%に「手
入れされていない農地や山林が増えているJ(30.2%)と続く。選択肢には住宅価格や地価に関
する項目，用途の混在による景観の阻害や土地の細分化に関する項目なども含まれているが，
それにも増して空き家や空き地，空き庖舗が多くの人に「身近な」土地問題として認識されて
いる。
同調査において「空き家・空き地や閉鎖された庖舗などが目立つJことをあげた割合の推移
を，国土交通省の土地総合情報ライブラリーに掲載されている 2006年度調査以降についてた
どると(第2図)， 2014年度は同項目の割合が全国で50.2%に達して過去最高を記録したが，
とりわけ大都市圏では2011年度の27.6%から2014年度には44.6%に急上昇した。同項目の
認知はもともと大都市圏に比べると地方圏で高く，それだけ地方圏の空洞化が切実な問題であ
ることを示すが，大都市圏でも 2011年度以降，地方圏に増して認知度が急増するようになった。
空き家宏土地の空間的利用，すなわち粗放的で非効率・不都合な土地利用の一種と考えると，
空間的な土地利用には耕作放棄地や空洞化商庖街などもある。 1990年代以降，日本経済の低迷
とともに少子高齢化や将来人口の減少が認識されるようになり， もはや右肩上がりの成長社会
は望むべくもなく，経済や国土の縮退を受け入れざるを得ない成熟社会へと転換した。とりわ
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注)大都市圏は首都圏整備法(東京圏)，近畿圏整備法(大阪圏)，中部圏開発整
備法(名古屋圏)で定められた市町村をさし，地方圏はそれ以外の市町村をさす。
第2図 身近に感じる土地問題として「空き家・盟き地や閉鎖された腐舗などが目立つとと」をあげた
割合の推移
け産業の空洞化が進む地方闘では経済の低迷が強く意識され，その象徴として耕作放棄地や空
き庖舗・シャッター商脂街 あるいは集落機能の維持が困難な限界集落に関心が集まった。し
かしこれらの多くは地方都市や農山村のことであり，大都市の住民にとっては必ずしも身近な
話題で、はなかった。
ところが2000年代になると，高度成長期に形成された大都市の郊外住宅地のなかには，住民
の高齢化がすすんで、空き地や空き家が目立つようになったところも現れ，大都市の住民も，わ
が身の問題としてマイホームの行く末をとらえ始めた。急速に進む住宅地の高齢化，空き家・
空き地の散見，自治会活動の停滞，買物弱者などの問題を実感するようになり，過疎地の限界
集落に擬えて「限界住宅地]とか「限界団地J，Iゴーストマンション」という表現もみられる
ようになった。加えて，報道等で縮退に向かう日本の近未来像がさかんに提示されるようにな
り，地方の過疎地だけでなく都市部でも地域の衰退が避けられないという認識が広がっていっ
た。 2013年 1月に発表された「増田レポート」ωは，若年女性人口の予測から全国市区町村の
約半数にあたる 896の自治体で人口が半減しかねないことを予測し 自治体消滅の危機を警鐘
したものであるが， r消滅可能性都市」のなかには大都市圏の自治体も含まれており，大きな反
響を呼んだ。
こうした漠然とした将来への不安の象搬のひとつが空き家問題であり，都市部での空き家問
題への関心の増加につながったものと思われる。かくして都市住民を巻き込んだ空き家問題は
世論の関心を呼ぴ，空き家問題に関する書籍も相次いで、発行されω，関連学会でも学会誌で特
91 
川口太郎
集が組まれた(的。さらに議員立法で2014年1月に空き家対策特別措置法が成立 (2015年5月
全面施行)するなど.関心の高まりとともにきまき、、まな対策も打ち出されるようになった。
(3) 空き家が生まれる人口学的背景
空き家とは，住宅の需要に対して住宅の供給が過剰となった結果であるが，その根底には人
口の減少や世帯の鑑動といった住宅需要の構造変化に対して，住宅の供給が柔軟に対応できて
いないという住宅市場の構造的問題があり，空き家問題はそうした構造的要因によってもたら
されたひとつの帰結が，社会問題化したものといってもよい。
住宅需要の構造変化には，需要の減少という量的変化によってもたらされる要因ヒ需要の
変質という質的変化によってもたらされる要因の2つがある。
需要の量的変化とは，ごく単純に言ってしまえば，住宅需要の変動は人口の変動に帰すると
いうことである。例えば.1947-49年に生まれた「団塊世代」は年間250万人，その子世代で
ある 1970-74年生まれの「団塊ジ、ユニア世代」は年間200万人，さらに2000年以降に生まれ
た「ミレニアム世代」は年間10万人というように，出生数は激減している。こうした世代聞
の人口変動が世代交代を経て住宅の余剰(空き家)に現れているのである。伊藤 (1994)(7)は人
口学的な特徴から以下の3つの世代に分け，日本の人口変動を論じているの 1925年以前の明
治・大正生まれで多産多死の「第l世代J.1926-50年の昭和前半生まれで多産少死の「第2世
代J.そして 1951年以降に生まれた少産少死の「第3世代」である。
1926-50年生まれの「第2世代」は多産の世代で.前後の期間よりも 50万人以上多い年間
200万人程度の子どもが生まれた。特に終戦後の 1947-49年にかけてはさらに多い年間250
万人以上が生まれた。いわゆる団塊世代である。また第2世代は少死であるから，きょうだい
の数は多く，後継ぎを実家に残し，それ以外の子どもは家から出ていかざるを得ない潜在的他
出者となった。 1955-70年の 15年間に地方から三大都市圏への人口移動は800万人に達し，
地方からの流出のピ]クである 1961-64年には年間60万人以上が大都市固に移動した。移動
した人の多くは進学や就職を目的とした若年層であり，都会に出た彼らはその後核家族を形成
し，新たな住まいを都市の郊外に求めていった。仮に20歳代後半で結婚し.30歳で住宅を取
得したとすれば，第2世代の住宅取得は1950年代後半から 1970年代にかけてであり，それは
高度成長期の住宅取得ブームと軌をーにする。
一方.1951年以降に生まれた「第3世代」は少産少死の世代である。夫婦に子供二人が標準
世帯とされ，親世代(第2世代)と人口規模は同じである。第3世代が結婚すると，夫婦には
双方の実家があるから，仮にいずれかの親と同居すれば住宅の需要は増えないが，同居は忌避
されるため新たな住宅の需要も発生する。 2000年代前半に生じた住宅取得ブ}ムは，第3世代
に属する最後の人口ボリュームである団塊ジュニア世代によるものである。一方，親である第
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2世代は，子どもの離家にともない夫婦のみ世帯になり，さらには配偶者が亡くなると単独世
帯になっていく。第2世代の平均寿命を 80歳とすると，第3世代へのバトンタッチが2000年
代後半から始まり， 2030年ころまで続く。昨今，相続した実家の処分に頭を痛め， i負の資産」
になりかねないことが話題になるが，こうした状況は今後，増えこそすれ減ることはないもの
の思われる。
戦後急落した出生率は， 1950年代後半から 1970年代前半にかけて歯止めがかかったかのよ
うに見えたが， 1970年代前半の団塊ジュニアのベピーブームが終わると漸減傾向が止まらな
い。伊藤(1994)は第3世代までしか言及していないが， 1976年以降に生まれた世代を「第4
世代」とすると，彼らは親世代(第3世代)よりも人口規模がさらに小さく，親世代が残した
住宅を埋めきれない。第3世代の平均寿命を今と変わらない80歳とすると，第3世代から第4
世代へのバトンタッチは2030年以降になるが，人口規模が半分以下になるため，住宅需要は激
減するとともに，空き家がさらに増えていくことが予想される。
一方，需要の量的変化に対して質的変化とは，世帯の構成が変わってきていることである。
国勢調査の定義∞によると，世帯とは「同一家計」と「同居」に根拠づけられた人間集団のこと
であり，住宅とはひとつの世帯が独立して家庭生活を営むことができる永続性のある建物のこ
とをいう。つまり住宅は世帯の容れ物に他ならならず，家族構造や就業構造の変化によって世
帯のかたちが変われば，それぞれの世帯の住宅に対する要求は異なるから，必要な住宅の種類
と数も大きく影響される。そして中身(世帯)にふさわしくない容れ物(住宅)は市場価値を
失い，余剰となる。
世帯の変化の 1つめは小規模化である。一世帯当たりの世帯人員は3.41(1970年)， 3.22 
(1980年)， 2.99 (1990年)， 2.67 (2000年)， 2.42 (2010年)と漸減している。かつて標準と
みられていた4人家族の世帯は，ピーク時の 1980年の25.3%(それでも 114しかなかった)か
ら2010年には 14.4%に割合を低下させた。それに替わって1人世帯は20.3%(1980年)から
32.4% (2010年)に， 2人世帯は 13.8%(1980年)から 27.2%(2010年)に割合を上昇させ，
両者で6割弱を占めるようになった。
l人世帯や2人世帯の著しい増加は，晩婚化・非婚化や非産化による若年の単独世帯および
夫婦のみ世帯の増加，高齢化による老年の夫婦のみ世帯および単独世帯の増加と考えられる。
ちなみに 1980年を 100として2010年の世帯数を指数化すると， 65歳以上の単独世帯563，65 
歳以上の夫婦のみ世帯434，ひとり親と子からなる世帯220，64歳以下の夫婦のみ世帯190，64 
歳以下の単独世帯151となり，高齢者の単独世帯や夫婦のみ世帯の増加がとりわけ著しい。そ
の一方で夫婦と子からなる世帯やその他の世帯は実数も割合も減少している。こうした世帯の
小規模化は，よりコンパクトな住宅への志向を強め，一方で、ファミリー向けなとeの大型住宅へ
の需要減少につながる。それゆえ，人口の趨勢に反して世帯数は増え続けているものの(9) ニー
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ズに合わない住宅が住まい手を得られないまま放置されて空き家を増やしつつ，新しいニ}ズ
をとらえた住宅が新規に建設され続けることになる。
世帯の2つめの変化は共働き世帯の増加である。 20世紀に標準世帯と考えられていた専業
主婦世帯(夫が就業，妻が非就業の世帯)は 1980年以降漸減し，その割合も 1980年の47.2%
から 2010年には 29.2%へと大きく低下した。それに対して夫婦ともに就業する世帯は 1980
年45.8%，2010年43.5%とあまり変わらないものの (1980年時点でも共働きの世帯と片働き
の世帯の割合はそれほど違わず，かつて専業主婦が標準だと考えられていたのはまさに「神話」
だ、ったといってもよい)，それを雇用者に限れば， 1980年の 23.2%から 2010年には 32.5%に
大きく割合が上昇した。
バブルが崩壊した 1990年代以降，経済が低迷する中で，もはや一人の稼得では家計を支える
ことが難しくなってきたとすれば，結婚した女性が働き続けるのは当然の選択であり，共働き
の世帯が増えることになる。共働きの世帯にとっては， もし子育てよりも仕事を優先すれば，
それは晩産化や非産化をもたらすであろうし，小家族にとってそれほど広いスペースは必要な
い。仕事と子育ての両立を望むならば.両立が可能な職住近接の住宅を選択することになるで
あろう。いずれにしても，専業主婦の存在を前提にした職住分離の郊外住宅へのニーズは，まっ
たくそれが無くなるわけではないとしても，共働き世帯の増加によって大きく変わり，それが
昨今の都心居住志向につながっている。
(4) 空き家が抱える問題
国土交通省が全国の自治体を対象として，周辺環境に大きな影響を及ぼしている土地利用の
実態と自治体の対応を把握するために実施したアンケート調査 (2009年)(10)によると，回答し
た1，217自治体のうち 38.8%で管理水準が低下した空き家や空き庖舗が「発生しJ，16.3%の
自治体では「特に問題(影響)が大きい」という。空き家や空き盾舗の発生が周辺の環境に対
しでもたらしている影響(複数回答)は， ["風景・景観の悪化」が最も多く (25.0%に次いで
「防災や防犯機能の低下J(22.9%)， ["ゴミなどの不法投棄等を誘発J(19.8%)， ["火災の発生を
誘発J(18.5%)と続き，犯罪や災害の発生・誘発を危倶するものが多い。
一方，国土交通省と総務省が共同で全国の市区町村を対象に，空き家等対策に関する取り組
み状況を調べたアンケート調査 (2015年)(11) ~こよると，回答した1. 788 自治体のうち 75.9% に
あたる自治体で空き家等に関する相談・苦情が寄せられているという。相談・苦情の内容を整
理すると大きく 3つに分けられる。第1は近隣家屋や通行人に被害を及ぽす危険であり，住宅
の「倒壊J(63.3%)や「外壁等の飛散J(80.0%)， ["屋根雪の落下J(19.1%)， ["樹木の倒壊・
はみ出しJ(50.5%)， ["斜面や塀の崩落J(15.9%)などがある(括弧内は相談・苦情が寄せら
れていると回答した 1，357自治体を母数とする割合で，複数回答)。第2は景観への悪影響で
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あり， 1樹木の繁茂J(50.5%)や「建築物の管理不全J(35.7%)などである。そして第3は近
隣生活環境への悪影響で¥「犬猫等の住みかJ(29.6%)になったり「シロアリ・病害虫が発生・
繁殖J(16.4%)したり， 1ゴミの不法投棄J(25.6%)の場になったりするととである。
以上を踏まえて空き家が抱える問題を整理すると，以下の5つに分類できる。①老朽化によ
る倒壊・崩壊，屋根・外壁の落下や火災発生の恐れなどによる「防災性の低下J，②不審者の侵
入や放火などの犯罪の誘発を招く「防犯性の低下J，③ゴミの不法投棄，衛生の悪化・悪臭の発
生，病害虫や害獣の発生・繁殖による「近隣環境の悪化J.④「風景・景観の悪化J，⑤その他
(樹木や雑草の繁茂，樹枝の越境，落ち葉の飛散など)である。
リクルート性まい研究所が 2013年にインターネットを通じて行った調査(問答者数
5;151)(凶によると， 1あなたの近所(同じ町内や集落内などおおむね徒歩圏内の生活圏)で空き
家になっている住宅はあるか」という聞いに対し，一戸建ての「空き家を認知」している割合
は39.3%であった。そうした一戸建ての空き家について， 1雑草等が生い茂っている」のを認
知する割合が20.8%あるものの， 1景観を著しく阻害している」と感じているのは6.5%にすぎ
ず，また「倒壊が心配なほど傷んでいるJ(9.2%)， 1不審な人の出入りがあるJ(1.0%)など
防災や防犯の面で危倶している割合はそれほど多くない。つまり空き家の認知率は低くなく，
それに対して漠然と危機感や不快感を抱いているものの，実際に病害虫の発生守建物の倒壊が
危倶されるほど問題が深刻化している例はそれほど多くない。
低・未利用な状況や管理水準の低下などにより防災・防犯機能の低下や景観・環境の悪化な
どを生じ，周辺の地価や資産価値の下落を招くことは「外部不経済」と呼ばれる。いわゆる迷
惑施設である。あるいは有害施設といってもよいかもしれない。こうした住宅の存在は目に付
きやすく，また，それが僅かで、もあることによフて多大な影響を周辺に及lますから，速やかに
対処することが望ましい。一方，周辺住民に直接利害を及ぼさないからあまり表面化しないが，
当該土地や周辺環境における適正かっ合理的な土地利用を阻害することで，貴重な空間資源の
不効率・非合理な利用を招いていることも考慮しなければならない。いわゆる「機会損失Jの
問題である。所有者を特定できない空き家の増加が，行政に対して固定資産税等の税収の悪化
をもたらしたり，詳細情報の不足から住宅ストックとして空き家を十分に活用できなかったり，
都市整備の障害になったりしていることも含まれる。
これらの「外部不経済Jと「機会損失」の2つの問題は，そのどちらを重視するかによって，
空き家問題への対処の仕方が異なってくる。すなわち，空き家を一種の迷惑施設すなわち廃屋
(ゴミ)とみなし，その除去・解消を目的の第ーとするか，それとも限りある安間資源の浪費と
みなし，その有効利用・活用を図ることを主目的とするかの違いにつながる。
95 
川口太郎
3.空き家の実態
(1) 空き家の定義と分布
空き家の動向は総務省統計局の 『住宅・土地統計調査J(13)によって概略が把握される。住宅・
土地統計調査では，調査時点 (10月1日)における居住の有無で「居住世帯がある住宅」と「居
住世帯がない住宅」に分けるが，後者には「一時現住者のみの住宅J(昼間だけ使っているなど
により，普段そこに居住している者がいない住宅)や「建築中の住宅Jが含まれ， r居住世帯が
ない住宅」のうちそれらを除いた住宅が「広義の」空き家 (820万戸)とされる(第3図)。
空き家はさらに「二次的住宅J(別荘やたまに寝泊まりする住宅)， r賃貸用・売却用の住宅」
(新築 ・中古を問わず，賃貸・売却のために空き家になっている住宅)， rその他の住宅J(長期
にわたって不在の住宅や，建て替えなどのために取り壊すことになっている住宅など)に細分
される。「二次的住宅」 は，その使用実態はともかく ，少なく ともセカンドハウスとして利用す
る目的がある。また「賃貸用・売却用の住宅jは，そのスト ックの多寡は別としても.在庫と
して住宅市場の円滑な取引のためには必要で、ある。 それに対して「その他の住宅」は，セカン
ドハウスや在庫物件としてあるのではなく，よくわからない状態で放置されている「利用予定
のない住宅Jや「利用未定の住宅」であり こうした「その他の住宅Jが「狭義の」空き家 (318
万戸)ということになる。以下，この「狭義の」空き家を「放置空き家Jと称することにする。
318万戸の放置空き家のうち，一戸建てが231万戸 (72.4%)を占め，長屋建て(15万戸)
や共同住宅 (71万戸)に比べて圧倒的に数が多い(第l表)。長屋建てや共同住宅など集合住宅
の空き家は家主や管理者がそれなりにいるし，他の居住者もいるので¥問題が深刻化すること
居住世帯あり
5，210万戸
居住世帯なし
853万戸
一時現住者のみ
24万戸
空き家
820万戸
建築中
9万戸
賃貸用の住宅
429万戸
売却用の住宅
31万戸
二次的住宅
41万戸
その他の住宅
318万戸
(総務省『住宅・土地統計調査Jより作成)
第3図住宅総数6，063万戸 (2013年)の内訳
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第1表空き家の種類，建て方，建物の状態別空き家数 (2013年)
(平戸)
総数 一戸建 長屋建 共同住宅 その他
空き家 8，196 2，999 454 4，712 30 
二次的住宅 412 281 7 121 3 
売却用の住宅 308 165 7 135 1 
賃貸用の住宅 4，292 249 293 3，745 5 
その他の住宅 3，184 2，305 147 711 20 
腐朽・破損があ否空き家 2，131 989 204 929 9 
二次的住宅 51 37 2 12 1 
売却用の住宅 52 38 3 11 o 
賃貸用の住宅 972 90 126 755 1 
その他の住宅 1，055 824 73 151 7 
(総務省「住宅・土地統計調査」をちとに作成)
は少ないと思われる。問題となるのは一戸建の放置空き家(以下「戸建放置空き家J)で，これ
が人びとの多くが認知する空き家といってもよいであろう。
2013年住宅・土地統計調査では全国の空き家が820万戸に達し，空き家率は 13.5%に及ぶこ
とが話題になったが，問題化する蓋然性が高い戸建放置空き家は231万戸，住宅総数の3.8%
を占めている。 20-30軒に l軒の戸建放置空き家が発生しているというのは，日常的な感覚か
ら言ってもそれほど的外れではない。戸建放置空き家のうち木造住宅が220万戸 (95.4%)を
占め，経年劣化した木造戸建て住宅が想定される。また，戸建放置空き家のうち腐朽・破損が
認められる住宅は82万戸 (35.7%)あり，住宅総数の1.4%，70軒に l軒程度が問題を抱えた
空き家，すなわち「リスク空き家」ということになる。
放置~き家の分布は不均衡であり，地域や住宅地によってはそれが集中し，深刻な問題となっ
ている。放置空き家の割合は全国5.3%であるが，市部 (4.9%)と郡部 (9.1%)，人口集中地
区 (4.1%)とそれ以外 (8.5%)，三大都市圏 (3.8%)とそれ以外 (6.9%)，1大都市圏 (4.1%) 
とそれ以外 (7.7%)で大きな違いがある(第2表)。また敷地が未接道だったり，前面道路が
2m未満しかない既存不適合な住宅(14)の放置空き家率は高く，さらに最寄駅まで2km以上離れ
ている住宅の放置空き家率も高い。つまり，都市部に対して非都市的地域の放置空き家率が高
く，接道条件を満たせずに更新がままならない住居密集地区，あるいは交通の利便性が著しく
悪い遠隔地で放置空き家が発生しやすい。
東京圏の距離帯別放置空き家率の推移を 1988年から 5年おきにみると(第4図)， 1988年と
1993年は距離帯によって放置空き家率にそれほど違いがないが， 1998年になると遠くの距離
帯で放置空き家率が上昇するようになり，特に40km以遠で上昇が著しい。ところが2013年
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第2表 「放置空き家」の数 (2013年)
(万戸)
住宅総数 放置
放置
空き家数 空き家率
全国 6，063 318 5.3% 
市部 5，580 274 4.9% 
郡部 483 44 9.1% 
人口集中地区 4，453 181 4.1% 
地 非人口集中地区 1，610 137 8.5% 
域 三三大都市圏 3，220 122 3.8% 
非三大都市圏 2，843 196 6.9% 
11大都市圏 4，140 169 4.1'lゐ
非11大都市圏 1，923 149 7.7% 
道路に接していない 134 15 11.2% 
敷 道路に接している 5，929 303 5.1% 
い地 幅員2m未満の道路 288 33 11.4% ミ5に
道接 幅員2~4mの道路 1，586 103 6.5% 
路し 幅員4~6mの道路 2，167 97 4.5% 
て 幅員 6~10mの道路 1，337 52 3.9~も
幅員10m以上の道路 550 18 3.2与も
最
駅まで200m未満 352 15 4.3~も
の寄 200~500m 877 38 4.31)ゐ
距駅 500""1，OOOm 1，362 61 4.5% 
離ま 1 ，000"" 2，000m 1，467 69 4.7% 
で
2，000m以上 2，006 135 6.7% 
(総務省「住宅・土地統計調査Jより作成)
注) r放置空き家」とは，空き家のうち「その他の住宅」のことをさす。
になると， 40km以遠の放置空き家率はさらに上昇するものの， 30km以内では前回調査時より
も放置空き家率が低下し，とくに O-lOkm闘では放置空き家率が過去最低まで低下した。大
都市圏でも都心からの距離によって放置空き家率に大きな差が生じるようになり，都心周辺は
昨今の都心回帰の動きを反映して放置空き家率が低下するのに対して，郊外とりわけ周辺部の
放置空き家率は非大都市圏の放置空き家率に近づき，大都市圏といえども 40km以遠は空き家
の増殖が深刻化しつつある。
距離帯によって空き家の動向が大きく異なるということは，空き家の立地によって対処の仕
方が異なることを意味する。つまり，利便性に優れた都心周辺のように住宅あるいは土地に市
場性がある空き家は，市場メカニズムにその利活用を委ねることができるとしても，立地に劣
る空き家は，公共性や社会性といった市場外の論理に問題解決の糸口を見いださなければなら
ないのである。
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注) r放置空き家」とは，空き家のうち「その他の住宅Jのことをさす
第4園 東京70キロ圏の距離帯別「放置空き家」率の推移
(2) 住生活総合調査
総務省による『住宅・土地統計調査』は，標本調杢とはいえ全国の約350万世帯を対象とし
た調査であり，住宅や土地に関する基本的な情報を提供している。しかしながら「居住世帯が
ない住宅」に関しては，調査員が建物の外観を判断するにとどまり，同時に配布される世帯調
査票から現住居以外に住宅・土地を所有する約50万世帯の動向が把握されるものの，多岐にわ
たる項目に調査の対象が及ぶため，空き家の状態について詳しく知ることがでで、きなしい、、。これに
対して国土交通省の『住生i活舌総合調査J(1仕l刊5
評価や住宅の改善.建設，住み替え等の実態を総合的に調査するものであるが， 2013年調査か
ら「現住居以外の住宅に|期する事項」の質問が拡充され，空き家の状態や管理の状況，所有者
の意向などの情報を得られるようになった。標本数が約7.4万世帯と住宅・土地統計調査に比
べて格段に少ないものの，空き家の実態を垣間見ることのできる貴重な統計資料である。
2013年の住生活総合調査によると，全国5，230万世帯の普通世帯のうち，現住居以外に所有
する住宅がある世帯は483万世帯 (9.2%)(16)，そのうち別荘などのセカンドハウスや第三者が
住んでいる住宅を除いた「空き家(物置などを含む)になフている」住宅を所有する世帯は11
万世帯(全世帯の2.1%，現住居以外に住宅がある世帯の22.9%)ある(第3表)。なお，ここ
でいう「空き家になっている」住宅には別荘などのセカンドハウスは含まれでなく，またその
84%は賃貸・売却先を募集していないことから，何らかの利活用を意図する空き家ではなく，
先に定義した「狭義の」空き家すなわち「放置空き家」とほぼ同義と思われる。そこで以下で
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第3表現住居以外の住宅の有無・利用状況別世帯数
(千世帯)
総計 52，301 100% 
現在住んでいる住宅レかない世帯 43，474 83.1% 
現住居以外の住宅がある世帯 4，830 9.2% 100% 
週末や休暇を過ごレてい否 441 9.1% 
特定の季節に住んでいる 117 2.4% 
在宅勤務などをしている 106 2.2% 
勤務地などの近くの生活拠点にしていあ 107 2.2% 
空き家(物置などを含む)になってい否 1，108 22.9% 
子、親族などが住んでい否 1，742 36.1% 
借家として賃貸してい否 834 17.3% 
その他に利用していあ 302 6.3% 
不明 72 1.5% 
不明 3，997 7.6% 
(国土交通省 f2013年住生活総合調査」より作成)
は同調査の「空き家になっているJ住宅を放置空き家とみなし，それを所有する世帯の回答か
ら放置空き家の実態についてみていく(第4表)。
放置空き家となっている「住宅の建て方」は一戸建てが84%を占める。住宅・土地統計調査
でも，二次的住宅や賃貸・売却用の住宅を除いた「狭義の」空き家(放置空き家)の72%を一
戸建てが占めており.誤差を考えるとそれほどかけ離れていない。以下の集計で表される「空
き家」は，ほほ一戸建てを念頭において構わないだろう。
放置空き家となっている「住宅の建築時期」は.1980年以前に建てられた築30年を超す住宅
が69%を占める。居住者がいる住宅を含むすべての住宅のうち築 30年を超える住宅の割合は
27% (一戸建 35%) であるから.~き家となる住宅は明らかに老朽化している。したがって「建
物の状態」も過半 (52.1%)に何らかの腐朽・破損があり，うち 17%にあたる 19万戸には「全
体的な腐朽・破損」もしくは「屋根の変形・柱の傾き」があり，そのままの状態では利用する
ことができない。また 35%にあたる 38万戸にも「部分的な破損」があり，何らかの手を加えな
い限りは住宅として使えない。
人が住んでいないと住宅の劣化は避けられない。住宅の建て方や管理の仕方によって劣化の
速度は異なるとはいえ，売却や賃貸を想定した場合.時聞が経つほど成約に至る可能性は下が
るであろう。不動産情報サーピスのアットホーム(械のニュースリリ}ス (2015年7月9日)(17) 
によると，売却までの期間の平均はマンション 6ヶ月，一戸建て 11か月という。また，相続し
た不動産を売却する際，住まなくなってから 3年以内ならば居住用財産の譲渡益に対する特別
控除 (3000万円)が使える。したがって「合理的」な処分を考えるのであれば. 1年もしくは
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第4表 「放置空き家Jの特徴
(干世帝)
総計(rtJl11空き家』を所有する世情) 1，108 吋 i附([般世輯Jを所有する開) 1，108 100~目
空曹司Rの建て方 空き司障の所有者{寂肘を主に支える者}の年齢
一戸建 926 83.6% 30歳未満 z 0.2% 
畏屋建 37 3.3% 30~39鰻 40 3.6% 
共同住宅 107 9.7% 40~49歳 134 12.1% 
不明 37 3.3% 50~54歳 87 7.9% 
空きI!の撞簸時期 55~59歳 116 10.5% 
2006年以降 27 2.4% 60~64歳 176 15.9% 
1996~2005年 92 8.3% 65~74歳 308 27.8% 
1981~1995年 193 17.4% 75歳以上 230 20.8% 
1971~80年 270 24.4% 不明 15 1.4% 
1970年以前 493 44.5% 空き家までの現住居からの距雌
不明 34 3.1% 15分未満 458 41.3% 
空きI!の建物の状鰻 15分以よ30分未満 134 12.1% 
腐朽・磁損はしていない 491 44.3悦 30分以上1時間未満 150 13.5% 
外壁、ひさしなどに部分的な破損がある 384 34.7% 時間以上3時間未満 190 17.1% 
全体的に腐朽 .fi直慣している 157 14.2% 3時間以上 152 13.7% 
屋根の変形、柱の傾きなどがある 36 3.2% 不明 24 2.2% 
不明 39 3.5% 空き司障の立地環繍
空きI!になってからの経過年敏 都市内の中，心市街地 86 7.8% 
1年未満 118 10.6% 都市内の住宅地 371 33.5% 
1年以上3年未満 234 21.1% 都市郊外の団地・ニュータウン 91 8.2% 
3年以上5年未満 145 13.1% 田舎の集落・一軒家など 509 45.9% 
5年以上10年未満 222 20.0% 別荘地・リゾート地 14 1.3% 
10年以上 365 32.9% 不明 38 3.4% 
不明 23 2.1% 空き週障の活用憲向
賃貸・売却の房鎖状況 自分や親族などが住む 210 19.0% 
賃貸先を募集中 28 2.5% 住宅を売却する 120 10.8% 
売却先を募集中 74 6.7% 借家として賃貸する 56 5.1% 
賃貸・売却の両方で募集中 19 1.7% 別荘・セカンドハウスなどとして利用する 42 3.8% 
賃貸 ・売却先は募集していない 928 83.8% 空き家のままにしておく 541 48.8% 
不明 58 5.2% さら地にして土地活用する 23 2.1% 
空き置Rの管理状況 さら地にして売却する 44 4.0% 
自分や親族が定期的九管理 450 40.6% 住宅を解体し、空き地にしておく 60 5.4% 
自分や親族が不定期に管理 260 23.5% 不明 12 1.1% 
尊門業者に管理を委託 51 4.6% 何十{空き家をそのままにしておく間}
ほとんど何ちしていない 284 25.6% 空き家のままににしておく理由
その他 37 3.3% 解体質用が用意できないから 112 20.7~も
不明 26 2.3% 税金対策のため 4 0.7% 
空きI!の取得方浩 物置などで使っているから 208 38.4% 
相続して所有している 695 62.7% 特に困っていないから 130 24.0% 
相続以外で取得して所有してい否 401 36.2% その他 86 15.9% 
借りている 12 1.1% 不明 1 0.2% 
(国土交通省 [2013年住生活総合調査Jより作成)
注) [放置空き家」とは空き家(物置などを含む)になっているJと答えた所有者が保有する住宅のことをさす.
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3年という期聞が一つの目安になるであろう。しかしながら，空き家になってからの「経過年
数」は.3年以上空き家のままにしである割合が66%に達し，それが10年以上に及ぶ空き家も
33%ある。
そのため現在「賃貸・売却先を募集していない」割合は 84%に達し，今後も「空き家のまま
にしておく」割合が半数近く (49%)を占める。今後の意向には「自分や親族などが住むJ(19%) 
や「別荘・セカンドハウスとして利用するJ(3.8%)というのもあるが，それは多分に願望が
まざったものと思われる。総じて消極的な対応しか感じられないが，それは当事者が空き家の
市場価値をよく分かっていて，住宅あるいは資産として積極的に利活用する気持ちになれない
状況を反映しているのであろう。空き家を放置している世帯 (54万世帯)が「空き家のままに
しておく」理由は.I解体費用が用意できないJr税金対策jといった金銭的な理由によるもの
は21%であり， r物置などに使っているからJ(38%)や「特に困つてないからJ(24%)といっ
た理由が多い。ただ「物置に使っている」というのは，たぶんに言い訳めいた理由であり，た
またま近くにあるので物を置いているといった程度のことではないだ、ろうか。
放置空き家の「所有者J(世帯の家計を主に支える者)は 65歳以上が49%.50歳以上が83%
を占め，圧倒的に中高年が多い。また，放置空き家の「取得方法」は相続によるものが63%に
達する。長寿化した今日では相続が発生するのは子世代が中高年になってからのことが多く，
それが空き家の所有者の年齢層を押し上げるとともに，積極的な利活用を図ることもなく，そ
のまま惰性で持ち続けている状況が想定される。子世代もすでに生活の基盤が別の場所にあれ
ば，住宅を相続したとしても簡単には転居できないし，かといって親が残した遺産はなかなか
処分できないので，決断を先延ばしにしているといったところであろうか。
放置空き家の「立地環境」は田舎の集落・一軒家 (46%) と都市内の住宅地 (34%)の2つ
に多く，いち早く過疎化や高齢化がすすんだ地方の空き家は想像しやすいが，都市内にも空き
家が少なくない。また，現住居から空き家までの「距離Jは15分未満 (41%)と 15分以上30
分未満 (12%)そあわせれば過半に達し，住まいの比較的近くにあるのも桟目される。
(3) 空家実態調査
国土交通省では空き家の実態を把握するため.1980年度以後おおむね5年毎に『空家実態調
査.1(18)を実施してきたが，第8回目にあたる 2014年調査から調査の対象や方法が大きく変わっ
た。それは住生活基本計画の策定にむけて，住宅ストックの現状を把握する『住宅・土地統計
調査]，住宅に関するニーズを把握する『住生活総合調査』との連携・差別化を図るためであり，
戸建て住宅を中心に空き家問題が全国的に社会問題化していることから，全国の戸建て住宅の
空き家について実態を把握することを目的とするようになった。
2015年11月に公表された 2014年度『空家実態調査』では，調査対象となった 3，316世帯の
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うち， rこの住宅に心当たりがないJという 61世帯と「すでに取り壊しもしくは建替えられて
いる」という 139世帯の計200世帯を除く 3.116世帯が暫定的な戸建空き家の所有者とされた。
しかし，サンプリングの基準となった 2013年10月の住宅・土地統計調査からほぼ1年後の調
査時点 (2014年 11月-2015年2月)では， 976世帯 (3l.3%)が所有する住宅で人が住むよう
になっていた。つまり l年で3割程度の戸建空き家が埋まったということであり， 1年経って
も空き家のままの戸建空き家の所有者は2，140世帯であった。
戸建空き家の利用状況は，所有者等が「利用している」住宅が41%を占める(第5表)。その
利用の内容は「週末や避暑・避寒・保養などに使用J(47%)と r(寝泊まりせずに)昼間だけ
利用J(37%)にニ分され，別荘としての利用と自宅近くの(寝泊まりしない)セカンドハウス
的な利用がある。利用状況の2番目に多いのが「物置J(17%)であるが，上記のセカンドハウ
ス的利用と物置の違いは，そこで作業(仕事)をしているか物を置くだけかの程度であり，実
質的な違いは少ないと思われる。所有者の自宅からの距離によって利用状況を分けると(第5
図)，隣接地や徒歩圏内で「物置Jが卓越し，遠隔地になると「利用」の割合が増える。つまり
自宅から近い空き家はとりあえず物置やセカンドハウスとして利用し，自宅から遠ければさし
第5表戸建空き家の利用状況
(世情)
総数 2，140 100% 
所有者等が利用レている 870 40.7% 100% 
手目 週末や休暇時に遊暑・避寒・保護などに使用す否 409 47.0% 
用 残業で遅くなったときなど、たまに寝泊まりすあ 24 2.8% 
内 昼間だけ使用するなど、寝泊まり以外l亡利用 323 37.1% 
t同相三r 無回答 114 13.1% 
ほぽ毎日 169 19.4% 
利 週にl回~数回 174 20.0% 
用 月に1田~数回 253 29.1% 
革実 年!こ1回~数回 217 24.9% 
度 数年1C::1回 7 0.8% 
無回答 50 5.7% 
物置にしている 365 17.1% 
賃貸用の空き家 109 5.1% 
売却用の窓き家 126 5.9% 
転勤，入院などで居住者が長期不在の空き家 109 5.1% 
取り壊し予定の空き家 109 5.1% 
その他の利用していない空き家 314 14.7~も
不明 13 0.6% 
無回答 125 5.8% 
(国土交通省 r2014年度空家実態調査」より作成)
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車・電車などで3時間超 ロ所有者が利用している
~日帰りが不可能 .所有者以外が利用している
車・電車などで1時間超 因物置にしている
"'3時間以内 ロ賃貸用の空き家
車・電車などで1時間以内
図売却用の空き家
園居住者が長期不在の空き家
徒歩圏内
図取り壊し予定の空き家
図その他の利用していない空き家
ほとんどかからない -不明
(隣接地など) 園無回答
0% 50% 100% 
(2014年度 『空家実態調査』をもとに作成)
第5図 所有者の自宅からの距離別戸建空き家の利用状況
あたり別荘として使うということであろうか。ただしこれはあくまで所有者の現時点での主
観的な位置づけであり，ここでいう別荘やセカンドハウスの利用状況が客観的にもそう判断さ
れ，また恒久的にそうであるかはわからない。
利用状況の3番目は「賃貸用Jr売却用Jの空き家 (11%)である。先述したように，約3割
の住宅が1年の聞に住まい手が見つかっていることから，この 11%の空き家は売れ残りの物件
の可能性が高い。人が住まなくなってから 3年以上経過した物件も 54%あり，賃貸用・売却用
というのは所有者の願望がかなり込められている。
空き家となった戸建住宅の今後について， 64%の所有者はアパートやピルに建て替えたり取
り壊したりせずに「戸建住宅のままにしておくJという(第6表)。しかしそのうちの 79%(全
体の 51%)は「リフォームや建て替えなどは考えてなく」そのまま住宅を維持(放置)すると
いい，さらに 33%(全体の 22%)は「空き家のまま」でいいという。つまり現在の戸建空き家
の2割強は，所有者に新たな住まい手や使い手を探す意思がなく，そのまま空き家として放置
が続く可能性が高い。一方， r賃貸や売却を考えている」という回答も 23%(全体の 15%)あ
るが，そのうち 46%は募集活動を行っていない。まだその決心がついていないのか，あるいは
あわよくば借り手や買い手がつけばよいといった程度の期待なのか。総じて空き家の処分に積
極的な姿勢を伺うことはできない。
戸建空き家を「取り壊す意向がある」所有者は 11%いる。「取り壊す意向がある」空き家の
87%は1980年以前に建てられた住宅であり， 74%は腐朽・破損がある住宅である。もはや住宅
としての使用価値がなくなり「お荷物」といってもよい事実上の廃屋であろう。問題はこうし
た廃屋の除去が速やかに行われるかということであり，そうした意思はあっても決断を先送り
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戸建空き家の今後第6表
(世帯)
総数 100% 2，140 
64.4% 
υフォームや建て替えは考えていない
全面的にリフォームして利用する
部分的に1)フォームして利用する
戸建て住宅に建て替え否
100% 
78.8% 
2.5% 
17.1% 
1.6% 
1，379 
1，087 
34 
236 
22 
戸建住宅を維持す~
?????
????
???????
100% 
32.8% 
12.8% 
6.3% 
45.6% 
2.5% 
23.2% 320 
105 
41 
20 
146 
8 
募集してい否
募集の準備中であ否
借家人・売却先が決定済み
まだ何ちしていない
無回答
賃貸・売却す否
100% 
39.8% 
0.8% 
36.9% 
1.4% 
19.9% 
1.4% 
37.6% 518 
206 
4 
191 
7 
103 
7 
F斤肯者やその親族，およびそれ以外力湾リ用する
所有者やその親族が住む
自社の社員が住む
週末や休眠時に避暑・避寒・保護などに使用する
残業で遅くなったときなどにたまに寝泊まりす否
昼間だけ使用す否など、寝泊まり以外に利用
無回答
????
33.4% 461 空き家にしておく(物置を含む)
5.8% 
アパートや貸ピルに建て替えあ
取り纏す
不明
無回答
0.3% 
11.2% 
17.0% 
7.1% 
80 
6 
240 
364 
151 
無回答
(国土交遇省 r2014年度空家実態調査jより作成)
戸建空券家は全国で
その 11%は34万戸に相当する。建築統計年報によると，木造の居住用住宅の除
してしまうことは往々にしである。 2013年住宅・土地統計調査によると.
300万戸あり，
却建築物は2010年7.6万戸から 2013年8.8万戸に徐々に増えているとはいえ，年間 10万戸に
も満たない。「取り壊したい」あるいは「取り壊した方が良い」と思っていても.諸般の理由でそ
の決心がつかず，廃屋もどきの不良ストックとして残存する住宅が積み上がっているのである。
「空き家のままにしておく」と答えた所有者(461人)が空き家を取り壊さないのは(第6図). 
「さら地にしても使い道がないJ(32%)のにわざわざ「解体費用をかけたくないJ(40%) し，
取り壊すと「固定資産税が高くなるJ(26%)からだという。賃貸・売却しないのは「古い，狭
いなど住宅の質が低いJ(23%)ので商品にするためには「リフォーム費用がかかるJ(21%) 
ほか.i他人に貸すのは不安J(21%)だし「好きな時に利用や処分ができなくなるJ(33%)か
らだという。結局，資産としてあまり価値がないことは十分承知しているし，住宅としての市
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( r空き家のままにしておくJと答えた所有者461人の複数回答)
一ー 時ー --声担-・--ー 一ー -“一ー 噂ー-，
さら地にしても使い道がないから E 
取り壊すと固定資産税が高くなるから 『
解体費用をかけたくないから 官
他人に貸すことに不安があるから
好きなときに利用や処分ができなくなるから
中古戸建てを買う人が少ないから
川口
?????
??????? ，
???
?
? ? ? ?
匡1131%
仁ヰm i 
戸建てを借りる人が少ないから
満足できる価格で売れそうにないから
満足できる家賃が取れそうにないから
1 ~6.4% 
汁立8%
リフォーム費用をかけたくないから
道路付けや交通の便が悪いから
古い、狭いなど住宅の質が低いから
特に困っていないから
??????????
労力や手聞をかけたくないから?????
資産として保有しておきたいから
将来、自分や親族が使うかちしれないから
仏壇など捨てられないちのがあるから
物置として必要だから
50% 40% 30% 20~も10CJも0% 
(国土交通省 r2014年度空家実態調査」をちとに作成)
空き家にしておく理由第6図
場価値もないのもよくわかっているけれど，労力や手間，費用をかけて積極的に行動する気に
はなれないということだろうか。将来的に「使うかもしれないJ(36%)し，現に「物置として
し「仏壇など捨てらこともあるので，今は「特に困っていないJ(38%) 使っているJ(45%) 
れないものもあるJ(33%)から，空き家のままでも差障りがないならそのままでいいというこ
とかもしれない。
空き家の解消4. 
空き家の発生と放置
、 ， ，? ?，?、
その相続によって発生することが多い。あるいは相続空き家は，独居の高齢者が亡くなり，
を経なくても，高齢者が施設に入居して従前の住居が空き家になることもある。実家が空き家
そのこ長寿化で相続が発生するのは子世代が中高年になってからのことが多く，になっても，
ろには子世代も自分たちの生活基盤ができているから，実家に戻って住居を引き継ぐのは難し
どうしても管理は不十分になる。かといって家を手放すのは抵い。また遠方に住んでいれば，
抗があるから，結局きょうだいの誰も実家に近づかなくなっても空き家をそのままにしておく
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ことになる。かつては長男が実家を継ぐことが多かったが，そうした慣習が薄れ，相続になれ
ば争いを避けるためにきよろだいが法定相続分で実家を分け合い. 1軒の家に何人も持ち主が
いるようになる。き土うだいが亡くなれば，その子や孫に持ち分が相続されて相続人が増え続
け，処分の合意はますます難しくなる。
空き家が放置さ.れがちになる理由は大きく 2つある。経済的な理由と合意形成の難しさであ
る。経済的な理由には3つばかりの要因がある。第Iは地価である。地価の下落が続き，なか
なか売りたい値段で売れなくなったものの，持ち主にとっては，そのうちに価格が上がるかも
しれないという値上がり期待から，また親や自分たちが暮らした住まいへの愛着から，主観的
な価値は実勢価格を上回りがちになり市場原理が働きにくい。金銭的な評価でなかなか割り切
れないのである。第2は解体費用である。家屋解体費，足場・養生費，廃棄物処分費，事務処
理費などあわせて坪あたり木造家屋1.8-4.0万円，鉄骨家屋 2.5-4.5万円， RC家屋
2.5-6.0万円の費用がかかるといい(19) 30坪の木造家屋であれば54-120万円になる。家屋
を解体してさら地にすれば新たな価値がもたらされる見込みがあれば，費用をかけて解体する
インセンテイブにもなるが，先行き不透明な情勢ではわざわざ手聞をかけるまでもなく，放置
のままにしておく誘惑にかられる。第3は税金である。住宅家屋の敷地になっている土地(住
宅用地)は.200ばまでの小規模宅地の場合は課税標準(固定資産税評価額)の1/6に.200m 
超で床面積の 10倍までは課税標準の1/3に軽減される(住宅用地に対する課税標準の特例)。
したがって建物を壊してさら地にすると，小規模宅地の場合，固定資産税(と都市計画税)が
6倍になり，空き家といえども家屋をそのままにしておいた方が有利になる。この点に関し，
2015年度税制改正で，住宅用地にかかる特例措置の対象から「特定空き家J(後述)が除外され
ることになった。
2つ目の難題は合意形成の難しさである。空き家を処分しようにも，関係者が多数に及べば
全員の合意を得るのは難しくなる。都市の密集市街地のように土地や家屋が細分化され，さら
には土地の持ち主と建物の持ち主が違うなど権利関係が錯綜すれば，その調整に多くの時間と
労力が必要になる。あるいは複数の親族が相続した場合，処分方法を巡って意見がまとまらず，
さらには子から孫へと引き継がれていくうちに関係者が増え，本当の持ち主がわからないよう
な状況が生まれかねない。
しかし最大の難題は持ち主の意識であろう。久保 (2015)仰によれば， r多くの居住者にとっ
て，空き家問題は特殊な条件下で起こった出来事と考えられており，ある種『自分には起こり
えない問題Jと認識」しており.r住宅所有者がそこに居住できなくなった場合の住宅の管理や
処分の方針について，多くの世帯は楽観的にとらえ具体的な対応策などを検討していない」の
が現状であり.r故意に管理を放棄している悪質な例は別として，良識ある所有者を持つ住宅が
少しの行き違いから管理不全な空き家と化してしまう」という。
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住まい手がいなくなった住宅を漫然と放置し，それが不都合をもたらさないばかりか，むし
ろ経済的に合理的であるというのであれば，多くの空き家の持ち主がそうした選択をするのも
不思議ではない。多くの持ち主は空き家に市場価値がなく，無用の長物化しつつあることは理
解しているが，入居者を募っていると言ったり，物置に使ったりしていると言う。建物に破損
があったとしても，まったく放置しているのではなく，自分や親族が定期的・不定期に管理し
ていると言う。「放置」と言われれば抗弁のひとつもしたくなるから，後ろ指をききれないよう
に然るべく維持・管理しているといったところであろうが，そこに将来的な展望はない。
空き家を積板的に利活用する意思はないにしても，さりとて多くの持ち主は，周辺環境に不
利益を及ぼす迷感施設化することは望まない。したがって 適切かどうかは別としても，当初
はそれなりに空き家の管理をしようと思う。問題はそうした空き家が転売によって持ち主を
転々として，あるいは相続によって引き継がれ，いつしか所有者が「消え」て，誰も管理しな
い，誰も責任を持たない空き家が生まれてしまうことである。これは誰かの作為の結果という
よりも，不特定多数の不作為が積み上がって招いた結果であるといってもよい。
西山 (2015)倒}によると，宇都宮市が2013年に実施した空き家実態調査では，家屋台帳と水
道の関栓情報から 8，119件の暫定的な空き家を認定して現地調査を行い，その結呆509件の新
たな空き家を発見しつつ4，635件を空き家に認定した。しかし，同定された空き家のうち登記
簿等から所有者が判明したのは1，511件 (33%)にすぎなかった。また， 2014年度に実施され
た国土交通省の空家実態調査では， 2013年住宅・土地統計調査の調査対象住宅から 1，163件
の一戸建て空き家を抽出して登記簿謄本で所有者等を特定したものの， 1，037件 (9.3%)が特
定不能であり，さらに調査票を郵送した 9，868件のうち宛先不明が1，927件あり，結局，調査
票が到達したと思われるのは 7，941件 (71%)だった。調査によって判明率には大きな差があ
るとしても，相当数の所有者不明の空き家があることは確かであり，こうした「造業Jされた
空き家の存在が，周辺環境の大きな阻害要因となっている。
(2) 空き家の除去
2013年住宅・土地統計調査によると，外部不経済をもたらす蓋然性の高い戸建放置空き家は
231万戸あり，そのうち腐朽・破損が認められる空き家が82万戸，既存不適格の空き家が40万
戸ある。また2014年空家実態調査によると，戸建空き家の24%が1960年以前に建てられた住
宅であり，住宅・土地統計調査の戸建空き家数300万戸から推計すると，737J戸が半世紀以上
前に建てられた住宅ということになる。要するに数十万戸におよぶ空き家がリスク化してお
り，当面の対処としては，こうした空き家の適正な管理を促すとともに危険空き家を撤去し
外部不経済を取り除くことが求められる。
自治体のなかには「空き家管理条例」を定めて空き地の適正管理を所有者に義務づけ，撤去
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費用を助成して自発的撤去を促しているところもある。国土交通省の調べ(却によると， 2015年
4月1日現在，全困で431の自治体が空き家等の適正管理に関する条例(空き家管理条例)を定
め，助言・指導，勧告，命令などの手続きを定めている。しかし空き家を撤去するにしても，
所有者不明や相続放棄も多く所有者が特定できないことが多い。行政代執行によって強制的に
撤去することもできるが，手続きが面倒なことに加えて，私有財産の処理に公費を支出するこ
との是非が問われることもある。
2015年5月， ["空家対策特別措置法J(空家対策の促進に関する特別措置法)が全面施行され，
不適切な空き家の除去を速やかに行えるようにした。これは，①持ち主の特定などのために，
住民票や登記簿に加えて新たに固定資産税情報の利用を認めるとともに，②現状把擢のために
強制的な立ち入り調査を認め，③放置すれば著しく危険だと判断されれば「特定空き家J'2勺こ指
定し特定空き家の所有者に対して修繕や撤去の指導，勧告，命令ができ，④措置が取られな
かったり不十分だったりすれば，その除去のために行政代執行を行い，その費用を持ち主に請
求することができるようにしたものである。また特定空き家については，住宅用地にかかる課
税標準の減免措置の対象から除外されるようになった。
従来，建築基準法や自治体の空き家管理条例においても，倒壊の危険があると判断された建
物について行政の判断で撤去が認められているが，そもそも空き家の所有者の特定が困難なこ
とが多く，行政による代執行に至らないケースが多かった。空き家特措法では，所有者の特定
に際して，従来の行政情報に加えて固定資産税情報の利用が認められ，それによって処分の対
象が確定しやすくなるとともに，納税記録から所有者不在と判断されれば，建物の解体撤去に
際して意思の確認を尽くす必要もなくなる。
2015年 12月1日に国土交通省・総務省が発表した「空家等対策の推進に関する特別措置法
の施行状況J(担)によると， 2015年10月1日時点で，全国 1，741市区町村において，特定空き家
等に関する措置件数は 177団体2，512件，特定空き家等に対して勧告の実績があるのは4市(横
須賀市，京都市，平戸市，別府市)の 13件に留まっている。新聞報道によると， 20日年 10月
26日に横須賀市で空き家対策特措法を適用した全国初の空き家解体の代執行が行われたとい
う(お)。同記事によると，横須賀市では約 60戸を特定空き家に指定しているというが.2013年
住宅・土地統計調査によると，岡市内には約2.9万戸の空き家， 1.1万戸の放置空き家， 7千戸
の戸建放置空き家があり，戸建放置空き家のうち 3.2千戸は腐朽・破損がある住宅である。し
たがって「特定空き家」はリスクがある空き家のうちの氷山の一角にすぎず，迷惑施設化した
空き家の一掃には程遠い状況である。
(3) 空き家の解消に向けて
空き家の増加は，住宅のストックと，その需要者となる人口・世帯とのミスマッチの結果と
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いってもよいが，今後人口の減少が進む中でミスマッチはさらに拡大していくと思われる。住
まい手がいなくなった住宅は，社会の資源配分の最適性から考えれば取り壊されるか修復され，
新しい用迭に転換されていくのが望ましい。しかし都市の成長が鈍化する中で，建物の更新は
難しくなっている。一方，所有者にとっては，空き家は放置しておいた方が固定資産税や相続
税なども含めてメリットが大きい。また，過去の思い出やしがらみ，合意形成の難しさを考え
ると決断は鈍りがちであり，放置しておいてもさほど困らない。そうすると空き家は構造的に
増殖していってしまう o そうした土地利用が固定化されると，都市全体で見たときに土地とい
う資源の有効利用を妨げるだけでなく，空き家は管理が十分でないことが多いため，周辺地域
に悪影響を及ぽす負の外部性をもたらす。
空き家が増えるのは，その活用も撤去もすすまないからである。本来であれば，住み替えを
促進して空き家の売買・賃貸を活性化したり，あるいは庖舗や社会施設などへの用途転換を促
したりすることで，空き家を生まない仕組みをつくりあげていくのが望ましい。しかしこう
した空き家の利活用は，その所有者が判明し，その意思を確認して初めて権利の移転や用途の
変更が可能であり，所有者が不明だったり所有者の意思がまとまらなかったりした場合，その
実現は難しい。したがって有害施設と化した空き家を速やかに除去していくことが当面の課題
であり，その意味では空き家特措法の有効な活用が望まれる。とはいっても，除去にきさる空き
家の数は氷山の一角であり，またこれはあくまで当面の対処的療法であり，根本的な問題に解
決には至らない。
今日の成熟した時代にあって持続可能な社会を形成していくためには，既存のストックをで
きるだけ有効に利活用することが求められており 住宅は資産総額からいっても，これまでに
蓄積したストックの最たるものである。大量に廃棄される住宅を生まないためには，住宅その
ものの耐久性を高めて良好な資産として次世代に引き継ぐとともに，住まい手を継続的に確保
していくために中古住宅市場を活性化させる必要がある。また，居住用としてだけでなく他の
用途への転用を促し，地域の活性化や福祉のための拠点として再利用することも有効な方策で
ある。そのためには空き家に関する情報の提供を積極的に行うことでマッチング機能を充実す
るとともに，資金の提供を通して円滑な移転を図るととが求められる。すでにこうした取り組
みは全国で始まっていて，さまざまなアイデアのもとに多様な試みがなされている。このこと
については今後，稿を改めて検討してみたい。
注
(1) 1975年以降の日本経済新聞の記事を日経テレコンで検索すると.1979年1月9日付朝刊に r(昭和)53 
年の空き家，公的・民間住宅合わせ300万戸突破一建設省推計」という記事がある。ここでいう空き家
300万戸は.1973年住宅統計調査の結巣に態築着工動向や世帯数の推移などを踏まえて建設省が推計し
たものであり.1978年住宅統計調査によるZ尽き家数268万戸よりも過大に推計されている。しかし記事
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では，建設省が「わが国ではいまや住宅過剰時代にはいりつつある」と判断していることを報じており.
1980年には『空家実態調査』も始まった。
( 2 ) https:/ /www.nri.com/jp/news/2015/150622_1. aspx 
(3) 2015年l月，全国の20歳以上の3，000人を対象として調査票を配布し， 1，674票の有効回答を回収し
た (http://tochi.mlit. go. jp/wp-c叩 tent/uploads/2013/06/619118898ca86d1ee58包567e22efd24. pdf)。
(4) 増田寛也・人口減少問題研究会 f2040年，地方消滅。『板点社会Jが到来するJ(r中央公論~ 2013年12
月号)0 r中央公論J誌上では「壊死する地方都市J(2013年12月号)， r消滅する市町村523J(2014年6
月号)， rすべての町は救えないJ(2014年7月号)などの特集が組まれ，その後，増田寛也編著「地方消
滅一東京一極集中が招く人口急減j(中公新書2014年)にまとめられた。
(5) 2010年以降に発刊された書籍には以下がある。三浦展『東京は郊外から消えていく!一首都圏高齢
化・未婚化・空き家地図j(光文社新書2012年)。米山秀隆『空き家急増の真実ー放置・倒壊・限界マン
ション化を防げJ(日本経済新聞出版社2012年)。長嶋修 r空き家」が蝕む日本j(ポプラ新書2014年)。
牧野知弘『空き家問題.-1000万戸の衝撃j(祥伝社新書2014年)。浅見泰司編著『都市の空閑地・空き家
を考えるj(プログレス 2014年)。中川寛子「解決 l空き家問題j(ちくま新書20日年)。
(6) 以下のような学会関連の特集がある。『都市住宅学j(都市住宅学会)第80号 (2013年l月)特集「空
き家問題の所在と対応策一学際的アブローチーJor都市問題j(後藤・安田記念東京都市研究所)第104
号 (2013年4月)特集「裂き家問題にどう向かい合ろかJoWEvaluationl (不動藤鍍定に関する季刊誌)
第50号 (2013年8月)特集「都市内の空閑地問題を考えるJ，第52号 (2014年4月)特集「都市内の空
き家問題を考えるJor日本不動産学会誌』第110号 (2014年12月)特集「空き家・空き地問題と今後の
活用方策Jor.建築雑誌j(日本建築学会)第1672号 (2015年6月)特集「空き家考Jor地理j(古今書院)
711号-720号 (2014年10月-20日年7月)連載「空き家が増える都市と郊外」。
(7 ) 伊藤達也 (1994)fわたしの日本人口変動論J(r生活の中の人口学』古今書院187-212)。なお初出は「年
齢構造の変化と家族制度から見た戦後の人口移動の推移」人口問題研究172: 24-38， 1984年
(8 ) 総務省統計局「統計表で用いられる用語.分類の解説J(http://www.stat.go.jp/data/kokusei/ 
2000/ guide/3. htm)による。
(9) 国勢調査の補間補正による推計人口によると 2008年が人口のピークであり，その後減少に向かってい
る。その一方で世帯数の増加は依然続いており， 2020年にピークを迎えると推計されている。
(10) 国土交通省土地・水資源局「地域に著しい迷惑(外部不経済)をもたらす土地利用の実態把握アンケー
ト結果.1(2009年4月公表。 http://tochi.mli t.go.j p/wp-con tenνuploads/2015/07/9fd5e7dOaf1a3 
defbe2ede83371578d3.pdDo 2009年l月，全国 1，804市区町村に調査票を送り，うち1，217市区町村よ
り回答があった(回答率67.5%)。
(11) 国土交通省住宅局・総務省自治行政局『地方公共団体における空家等対策に関する取組状況に関する
調査j(2015年)。すまいづくりまちづくりセンター連合会『地方公共団体における空家等対策に関する
取組状況.1(www. sumikae-nichiikikyoju. netakiyapdfl50819chihoukoukyoudantai. pdf)による。全国の
自治体に図答を依頼し， 1，788団体から回答があった。
(12) 宗健「空き家率の推定と滅失格取引制度J1)クルート住まい研究所研究レポート 2014年 7月
(www.jr明 earch.netlhouse/jresearch/rp/2014/REPORT _20140728_akiyaritusuiteCmessitukentorhiki_ 
recruitsumaiken. pdf)による。
(13) r住宅・土地統計調査』は1948年から『住宅統計調査Jとして5年毎に実施され， 1998年から調査内容
に土地に関する項目を加え，現在の名称に変わった。 1948年の第l園調査は全数調査で実施されたが，
その後は標本調査になり，第2回調査 (1953年)は市部の
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する「調査票乙Jがあり.後者は約50万戸が対象となった。なお居住世帯のない住戸については，調査
員が外観で判断することになっている。
(14) 建築基準法では，道路に 2m以上接していないと銭物を建てることができないとし (43粂).その道路
を原則4m以上 (42条l項)としているが，特例として，建築基準法施行時にすでに建築物が建ち並んで
いる場合は，幅員 4m未満であっても道路として認め (42条2項，多くの都道府県では 1.8m以上を採
用).その中心線から水平距離2mを確保すれば建物の建築を認めている。
(15) W住生活総合調査』は.1960年に始まった『住宅需要実態調査』を引き継いだものであり.1960年の第
l回調査は人口 20万以上の 35都市で実施され.1966年から市部全体に.1969年からは全国に拡大され，
1973年以降は『住宅統計調査jと同年に 5年おきに実施されるようになった。 2006年施行の住生活基本
法をうけて 2008年調査から『住宅・土地統計調査Jとの述携が強化されるとともに.現在の名称、に改め
られた。 2013年調査では，住宅・土地統計調査で設定された調査区(約21万)から標本調査区 (11，404)
を抽出し，さらに拍出された調査区ごとに住宅・土地統計調査で調査対象となった住戸 (17戸)から 7戸
の普通世帯を系統抽出して調査票が配布されたο標本数(回収世帯のうち住宅・土地統計調査結果と連
結できた世帯)は74.055ぽ帯であり，住宅・土地統計調資(約 350万世帯)の約1/20の様本規模である
が，世帯の状況や意向をより詳細に把握している。 2008年調査では，現住居以外の住宅について「別荘
やセカンドハウスに関する事項」として2つの集計表があるだけだったが. 2013年調査では「現住居以
外の住宅に関する事項Jとして 14の集計表にまとめられ， とりわけ空き家に関する項目が拡充された。
(16) 2013年住宅・土地統計調査によると，現住居以外の住宅を所有している世帯数は 364万世帯であり，
住生活総合調査ではそれが483万世帯であるから，推計誤差とは言い切れないような差があるように思
われるが，その理由はよくわからない。
(17) 5年以内に首都圏 (1都 3県)の自宅を「売却した人J295名と，中古住宅を「購入した人J386名を対
象にした「中古物件の“売り手"と
15印070901.pdf) 
(18) W空家実態調査』は 1980年度に東京都と大阪府を対象として調査が始まり，以後段階的に首都圏の対
象地域が拡充されてきたが.2014年度(第8回)から根本的に調査の方法が改められた。すなわち，大都
市の一部地域における調査であったそれまでとは異なり，対象地域を全国に拡大する}方，調査の対象
を一戸建ての空き家に絞るとともに，調査員の戸別訪問から調査票の郵送に切り替えられた。具体的に
は.20日年 10月に行われた住宅・土地統計調査の調査対象住宅から一戸建ての空き家安無作為に抽出し
(11.163件).塗記簿勝本により所有者等を特定したうえで2014年 11月-2015年2月にかけて調査票を
郵送し (9.868件). 3.316件の回答を得た(回答率41.8%.総合回収率29.7%)。
(19) 家屋解体見積.com (www.kaitai-m.com/kaoku/)によるo
(20) 久保倫子 (2015)r空き家に対する住民の認識から見た空き家増加の要因JW地理j60-1 : 90-96 
(21) 西山弘泰 (2015)r地方都市の空き家問題をどうとらえるべきか一宇都宮市の事例からH地理~ 59-12: 
4-11 
(22) すまいづくりまちづくりセンター連合会「地方公共団体における空家等対策に関する取組状況」
(www . sumikae-nichiikikyoj u. netakiyapdfl50819chihoukoukyoudantai. pdf)による。
(23) 国土交通省n特定空家等に対する措置』に関する適切な実施を図るために必要な指針(ガイドライン)J
(2015年5月26日決定。 http://www.mlit.go.jp/common/001090470. pdf)によると，特定空き家とは，
①倒壊などの危険性がある，②ゴミの放置など衛生に有害，③適切な管理が行われず;民観を著しく損な
う，④その周辺の生活環境の保全するためには放置するととが不適切な空き家のと左左され，市町村長
ほか地域住民.議会議員，学識経験者などによって構成される協議会において認定の是非が判断される。
(24) http://www.mlit.go.jp/common/001113346 . pdf.。
(25) r空き家解体根拠は『税U(2015年11月30日付日本経済新聞朝刊)。なお.その後20日年7月に長崎
県上五島町で空き家を略式代執行により撤去した事例が空き家対策特措法適用の第1号とされた (2015
年 12月6日付日本経済新聞朝刊)。
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Vacant Housing: A Mounting Social Problem in ]apan 
KAWAGUCHI Taro 
According to the 2013 Housing and Land Survey conducted by the J apanese government 
the number of vacant houses in J apan was 8.20 million， with a vacancy rate of 13.5 percent of 
the total number of houses， the highest-ever ratio. The increasing number of vacant houses has 
recently received considerable public attention as one of the most serious social issues facing 
J apan. However， this increase in vacant houses isnot a current phenomenon; during the 
business recession of the 1990s， this issue be came particularly evident in villages and small 
towns in rural area. Since 2000， vacant housing has become a growing concern even in 
metropolitan areas. As a result of this highly visible hollowing out of neighborhoods， habitants 
have come face悶to品cewith the growing deterioration of their immediate localities. 
The 8.20 million unoccupied， vacant houses include second houses uch as vilas， and the 
overall inventory of unsold/unrented homes. If these types of houses were to be excluded， the 
number of unoccupied， vacant houses would account for 3.18 million. Of these， Z.31 million are 
detached houses that have been neglected: this is the most common type of vacant housing in 
J apan， and 0.82 million vacant detached houses have deteriorated beyond livable conditions 
and have a signi宜cantlynegative impact on the neighborhood living environment. 
Majority of the μneglected" vacant housesare owned by middle-aged and elderly people， 
as most of them came into their property through their aged parents. Therefore， they are not in 
a position to take advantage of也eirproperty by utilizing it. and they leave their houses 
unoccupied. The reason for this is that di宜'erentstakeholders find it dificult to arrive at a 
consensus on the disposal of their properties and often postpone decision-making on account of 
family history and special attachments to properties. Further， leaving a house vacant has no 
institutional disadvantages at al; in fact， there are tax abatement advantages. 
More than a few vacant houses cannot even be identified by their present owners， because 
resales and/or accession of property often make ownership rights ambiguous. Such 
“abandoned" vacant houses are usually poorly managed and result in disadvantages of 
external economies. Although it is preferable that they be destroyed promptly， demolished 
vacant houses only account for a small portion of the problem. The most important aspects t 
Keywords: neglected vacant houses， abandoned vacant houses， disadvantage of external 
economles. 
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